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広島県福山市沖野上町三丁目 6 番 28 号 

社会医療法人 祥和会 
電話(084)931-8660（法人代表） 



様式第一号

法人名 社会医療法人祥和会 ※医療法人整理番号 00039
所在地 福山市沖野上町三丁目6番28号

貸借対照表
令和7年3月31日 現在

（単位:千円）
資産の部　 負債の部　
科目　　 金額 科目　　　 金額

Ⅰ 流動資産 5,062,700 Ⅰ 流動負債 1,212,321

現金及び預金 3,411,211 買掛金 457,484

事業未収金 1,058,689 短期借入金 162,538

たな卸資産 63,041 未払金 241,437

前渡金 1,000 未払法人税等 71

前払費用 3,115 未払消費税等 2,866

その他の流動資産 526,187 預り金 60,565

貸倒引当金 -543 その他引当金 287,359

その他の流動負債 1

Ⅱ 固定資産 6,073,485

1 有形固定資産 4,914,331 Ⅱ 固定負債 396,335

建物 2,609,677 ⾧期借入金 102,500

構築物 37,209 その他の固定負債 293,835

医療用器械備品 503,609

その他の器械備品 61,678

車両及び船舶 4,930

土地 1,673,633

その他の有形固定資産 23,595

負債合計　 1,608,656

純資産の部　

2 無形固定資産 45,400 科目　　　 金額

ソフトウェア 41,011 Ⅰ 基金 0

その他の無形固定資産 4,389

Ⅱ 積立金 9,591,687

その他積立金 823,042

3 その他の資産 1,113,754 繰越利益積立金 8,768,645

有価証券 821,845

役職員等⾧期貸付金 2,279

⾧期前払費用 13,754

その他の固定資産 275,876

Ⅲ 評価・換算差額等 -64,158

その他有価証券評価差額金 -64,158

純資産合計 9,527,529

資産合計　 11,136,185 負債・純資産合計 11,136,185
（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、
　　　　　　負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。
　　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式第二号

法人名 社会医療法人祥和会 医療法人整理番号 00039

所在地 福山市沖野上町三丁目6番28号 

損 益 計 算 書

自 令和6年4月1日 至 令和7年3月31日

（単位:千円）

Ⅰ 事業損益
Ａ 本来業務事業損益

1 事業収益 6,661,509
2 事業費用

(1) 事業費 6,445,957

(2) 本部費 0 6,445,957

本 来 業 務 事 業 利 益 215,552
Ｂ 附帯業務事業損益

1 事業収益 220,037
2 事業費用 243,887

附帯業務事業損失 23,850
Ｃ 収益業務事業損益

1 事業収益 0

2 事業費用 0

収益業務事業利益 0

事 業 利 益 191,702
Ⅱ 事業外収益

受取利息 15,727
その他の事業外収益 95,004 110,731

Ⅲ 事業外費用
支払利息 1,353
その他の事業外費用 1,096 2,449

経 常 利 益 299,984
Ⅳ 特別利益

固定資産売却益 1,883
その他の特別利益 0 1,883

Ⅴ 特別損失
固定資産売却損 8,214
その他の特別損失 0 8,214

税 引 前 当 期 純 利 益 293,653
法人税・住民税及び事業税 71

法 人 税 等 調 整 額 71

当 期 純 利 益 293,582
　 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、
　　当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

科目 金　　　　　　額



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

・その他有価証券 

 時価のあるもの：決算日末日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法による

原価法により算定しております） 

・時価のないもの：移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブ 

 決算日末日の時価によっております。 

 

(３) たな卸資産 

医薬品、診療材料、給食材料及び貯蔵品については最終仕入原価法に基づく原価法(貸借

対照表価額に収益性の低下がみられる場合、簿価切下げ)によっております。 

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備

は除く）及び平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備並びに構築物は定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

・建物       8年～39年 

・構築物           10年～20年 

・医療用器械備品  5年～10年 

・その他器械備品  3年～18年 

・車両運搬具    2年～6年 

・放射性同位元素   6 年   

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、法人利用のソフトウェアについては、法人における利用可能期間（5年）に基づ

いております。 

 

 



（３）リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が200 億円未満である会計年度の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっております。 

  

３．重要な引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、事業未収金について、滞留期間に応じて貸倒繰

入率を合理的に見積り計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

 職員に対し支給する賞与の支出に備えるため、当会計年度の負担する支給見込額に基づ

き計上しております。 

 

（３）退職金制度に係る引当金 

①職員の退職金制度 

職員の退職給付に備えるため、確定拠出金制度による企業型年金契約を締結しており、毎

事業年度、事業主掛金を拠出しているため、退職給付引当金の計上はありません。 

②医師の退職金制度 

医師の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務を医師退職給付引

当金として計上しております。 

③役員の退任慰労金制度 

役員への退任慰労金の支払に備えるため役員退職金･弔慰金･功労金支給規程に基づく期

末要支給額を役員退任慰労引当金として計上しております。 

 

４．消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等については、繰延消費税額等として資産計上し、

そのうちの法人税法（昭和40 年法律第34 号）における損金算入限度額を事業費用とし

て計上しています。 

 

 

 

 



５．会計上の見積りに関する注記 

計算書類の作成にあたっては、貸借対照表上の資産、負債の計上額、および損益計算書 

上の収益、費用の計上額に影響を与える見積り、判断及び仮定を使用する必要がありま

す。過去の実績や状況を踏まえ合理的と考えられるさまざまな要因に基づき、継続的に見

積り、判断及び仮定をおいておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。 

国内においては賃金上昇やインバウンド回復が牽引役となり、経済活動は正常化へ向か

う一方で、原材料価格高騰が継続し、また、米欧中東における地政学リスクの高まりなど

社会経済活動の不透明感は続いております。 

 

以下においては、当法人の計算書類に重要な影響を与えるリスクに着目して記載してお

ります。 

 

（１）固定資産の評価  

 当事業年度において評価損を計上した固定資産はありません。 

固定資産の時価が著しく低くなった場合には、回復の見込みがあると認められる場合を

除き、原則として時価をもって貸借対照表価額としております。ただし、使用価値が時価

を超える場合には、帳簿価額を超えない限り使用価値をもって貸借対照表価額としており

ます。なお、時価及び使用価値の算定に際して用いられる将来キャッシュ・フローは、経

済環境などの外部要因に関する情報や当法人が用いている内部の情報に基づき、合理的な

仮定を置いて計算しております。 

前提とした条件や仮定が将来の不確実な経済環境の変動によって影響を受ける可能性が

あり、翌事業年度以降において見積りと異なった場合、固定資産の評価に重要な影響を与

える可能性があります。 

 

6．その他貸借対照表等を作成するための基本となる重要な事項 

（１）補助金等の会計処理方法 

 厚生労働省から医療施設運営費等、広島県から医療機関食材料費高騰対策支援金等、福

山市から病院群輪番制運営費補助金等を受領し、これらは本来業務事業の事業収益として

計上しております。 

 

7．収益業務に関する事項 

(1) 収益業務から一般会計への繰入の状況 

該当事項はありません 

(2) 収益業務に係る資産及び負債の状況 

該当事項はありません 



8．担保に供されている資産に関する事項 

  担保に供されている資産はありません。 

 

9．法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

（１）法人である関係事業者 

記載対象となる金額の取引はありません。 

 

（２）個人である関係事業者 

記載対象となる金額の取引はありません。 

  

10．有形固定資産の減価償却累計額 5,670,745千円 

 

11.  その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１）賃貸借処理した所有権移転外ファイナンス・リース取引に関する事項 

             リース料総額    未経過リース料 

  その他の器械備品   39,701 千円     19,079 千円 

 

（２）基本財産に関する事項 

 前期末残高

(千円) 

当期増加額

(千円) 

当期減少額

(千円)(注 1) 

当期末残高

(千円) 

建物 2,761,985 24,267 176,575 2,609,677 

土地 1,673,633 － － 1,673,633 

    (注 1)建物の当期減少額は除却額及び減価償却額であります。 

 


